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翻訳：中華人民共和国国防動員法

はじめに

　2010年 2 月26日、中華人民共和国国防動員法

（以下「国防動員法」）が、第11期全国人民代表

大会（以下「全人代」）常務委員会第13回会議

において賛成157、反対 1 、棄権 1 で採択さ

れ、同日の公布を経て同年 7 月 1日に施行され

た。国防動員法は1998年12月に、第 9期全人代

常務委員会立法計画に組み入れられ、2000年 9

月に起草を開始しており、起草から制定まで約

10年の年月がかかっている。さらに、今回の国

防動員法の内容に直接つながるものではなかっ

たと思われるが、国防動員⑴の法制化への試み

は1980年代にまでさかのぼり、その時代を含め

ると立法に至るまで30年近い年月を要したこと

になる。

　1978年12月の中国共産党第11期中央委員会第

3 回全体会議以後「法治」が強調されるように

なり、各領域での法制化が進められたが、軍事

分野の法制化については、当初あまり進展がな

かった。法制化を進める契機となったのは1982

年12月の82年憲法の公布で、憲法において国防

と武装力⑵の建設についての基本原則⑶が確立

し、軍事法制の根拠が与えられたとされる⑷。 
その後法制化のための制度が徐々に整備され

た。例えば、1988年 6 月に、軍事立法の企画、

法規の起草、関係部署との調整等を主な任務と

する中央軍事委員会法制局が設立されたこと、

1990年に中国人民解放軍立法手続暫定条例が制

定されたこと、1991年の中央軍事委員会拡大会

議において、「法により軍を治める」という方

針の貫徹が決定されたこと、2000年に制定され

た立法法において、軍隊が単独で軍事立法を行
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⑴　国防動員とは、「国家あるいは政治的集団が平時体制から戦時体制に移行し、戦争に必要な人力・物資・財力

などの調達を統一的に行うためにとる措置および行動」で、「「武装力動員」「国民経済動員」「人民防空動員」

および「政治動員」などに区分される。」（上田篤盛「動員」茅原郁生編『中国軍事用語事典』蒼蒼社，2006, 
p.335.）

⑵　原語では「武装力量」。武装兵力、武装力量、武装組織等とも訳される。国防法第22条では、中国の武装力は

中国人民解放軍の現役部隊、予備役部隊、中国人民武装警察部隊及び民兵により構成されるとしている。

⑶　憲法第29条は武装力について「中華人民共和国の武装力は人民に属する。その任務は、国防を強固にし、侵

略に抵抗し、祖国を防衛し、人民の平和な労働を防衛し、国家の建設事業に参加し、人民への奉仕に努めるこ

とである。国家は、武装力の革命化、現代化、正規化の建設を強め、国防力を増強する。」と規定している。ま

た第55条では「祖国を防衛し、侵略に抵抗することは、中華人民共和国のすべての公民の神聖な責務である。

法律に従って兵役に服し、民兵組織に参加することは、中華人民共和国公民の光栄ある義務である。」と国民の

国防義務について規定している。条文の翻訳は杉田賢治・全理其「中華人民共和国憲法」阿部照哉・畑博行編『世

界の憲法集（第 4 版）』有信堂高文社，2009, pp.250, 252. による。

⑷　陈耿・张守学「新中国军事法制建设的历时回顾」『西安政治学院学报』22巻 5 期，2009.10, p.37.



中国国防動員法の制定

103外国の立法 246（2010.12）

うという状態から脱して、国の立法という枠の

中に置かれるようになったこと等である。

　1984年に兵役法の大幅な改正が行われ、1988

年に中国人民解放軍将校階級条例と中国人民解

放軍現役将校服務条例が制定された。その後

1989年に江沢民が中央軍事委員会主席に就任し

た後の法制化は特に目覚ましく⑸、1990年には

軍事施設保護法が制定されたほか、中国人民解

放軍軍事訓練条例等の建国後最多となる16件の

法規が定められた。その後もこの流れは変わら

ず、法律に限っても、予備役将校法（1995年）、

香港特別行政区駐軍法（1996年）、防空法（1996

年）、国防法（1997年）、現役将校法⑹（2000

年）、国防教育法（2001年）が定められ、兵役

法の改正（1998年）も行われている。1997年制

定の国防法は、憲法に基づいた国防の基本法

で、上述の国防教育法や兵役法は国防法に基づ

き制定または改正されている。国防法は国防動

員に関しても原則的な規定を定めており、今回

の国防動員法の制定は一連の国防関連法の整備

の流れの中に位置づけられよう。

　本稿では、国防動員法の制定までの経緯、審

議の争点、同法の概要について紹介し、参考と

して国防動員法を訳出する。

Ⅰ　国防動員法制定の経緯

1　国防動員制度の立法化の歩み

　1978年の中国共産党第11期中央委員会第 3回

全体会議以降、中国は社会主義の近代化建設に

力を集中するという大転換を行い、軍も「経済

建設を優先する大局に従う国防建設」の方針の

もとで近代化を進め、量から質への路線に転換

し、大規模な兵力削減を実施してきた。兵力削

減を補うものとして予備役⑺による動員が必要

となり、1955年に導入されたもののその後一旦

廃止された予備役制度を1980年代に再度復活さ

せている。また、1984年の兵役法改正⑻につい

ても、その意義は単に近代化を図るだけでな

く、「常備軍の数には制限があり、戦時におい

て部隊を編成・拡大するために、後備力の建設

を強化し、戦時に速やかに動員できる体制を確

立することにある。平時は少ない兵を維持し、

戦時には多くの兵を確保するための重要な戦略

措置であり、国防建設と経済建設に対し大きな

意義を有するもの」⑼と説明されている。

　こうした流れの中で、国防動員制度の立法化

が、1980年の第 5期全人代第 3 回会議及び1983

年の第 6期全人代第 1回会議において提案され

た⑽。その提案に基づき、1984年 7 月に、国務

院及び中央軍事委員会の許可を得て、国家経済

⑸　平松茂雄「中国「国防法」を解剖する」『東亜』360号，1997. 6 , pp.42-43.
⑹　1988年制定の中国人民解放軍現役将校服務条例を廃止し、改めて上位の法律として制定したもの。

⑺　兵役法によれば、予備役要員とは、民兵組織に編入されている者または登録を経て予備役に服している者をい

う。兵役に服する条件に合致する18歳から35歳の男子は、現役に服している者を除き、すべて民兵組織に編入

し予備役に服することになっている。また、予備役登録の対象は退役軍人のほか、兵役登録をしているが民兵

組織に未編入の者などを含む。

⑻　兵役法の制定は1955年。1984年に、義務兵から義務兵と志願兵の結合への転換、予備役要員の軍事訓練や戦時

の兵員動員を規定するなど大幅な改正が加えられた。この改正兵役法は国防に関する最初の体系的法律とされ

る。その後1997年の国防法制定を受け、その下位法として、1998年に改正されている。

⑼　楊得志中央軍事委員会兼人民解放軍参謀長の兵役法改正草案の説明。（間山克彦「「兵役法」改正と中国の国防

体制の変革」『防衛研究所紀要』 3 巻 3 号，2001. 2 , p.43.）
　〈http://www.nids.go.jp/publication/kiyo/pdf/bulletin_j3-3_2.pdf〉以後、インターネット情報はすべて2010年 9

月30日現在である。

⑽　「国防动员委员会综合办就《国防动员法》答记者问」 2010. 2 .27.　中国新闻网

　〈http://www.chinanews.com.cn/gn/news/2010/02-27/2142120.shtml〉
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委員会、中央軍事委員会の総参謀部及び総後勤

部を中心とした国家戦争動員条例起草指導グル

ープが成立し、国家戦争動員条例案（後に国防

動員法案と改称⑾）の起草を開始した。この時

期に起草が開始されたことには1982年のフォー

クランド紛争の影響があったという⑿。紛争勃

発直後に、イギリスが航行中の商船を軍事用に

改装し活用したことで、戦争動員の重要性につ

いて再認識するようになり、立法化への動きを

促したといわれる。1987年に国防動員法の草稿

が完成したが、当時の対外開放政策を考慮し、

突出した軍事立法を公開するのは適当ではない

という意見が出され、また当時は国防動員の業

務を統括する機構がなく、立法化を進める上で

の技術的な問題もあり、結局この法案が表に出

ることはなかった。

　その後国防の法制化が進められる中で1994

年11月に国家国防動員委員会⒀が設置され、

1997年には国防法が制定され、翌1998年12月の

第 9 期全人代常務委員会立法計画⒁に国防動員

法の制定が組み入れられた。2000年 8 月に国家

国防動員委員会の許可を得て国防動員法起草指

導グループが設置され、2001年 1 月から起草業

務が改めて開始された。同グループは関連資料

の収集、国外の国防動員の立法状況の調査、17

の省、自治区、直轄市及び40余りの地区級市、

7 つの軍区に対する実地調査を実施し、数十回

に及ぶ会議を開催した。また、関連機構及び専

門家を組織して、国防動員立法の政策性、理論

性、専門性の問題について研究論証を行い、関

係部門と協議を重ねた。こうした基礎の上で草

案を起草し、国と軍隊の関係部門、各省、自治

区、直轄市の国防動員委員会に草案を印刷配布

し、意見を求め、その修正を行った。

　2005年11月に、草案は国家国防動員委員会

の審議を経て、国務院、中央軍事委員会に提出

され、その後、国務院と中央軍事委員会の法制

作業担当部門は、さらに関係部門に意見を求

め、草案の修正を繰り返した。2008年 7 月に中

央軍事委員会が、同年12月に国務院常務会議

が、それぞれ草案を審議可決し、2009年 1 月

に、正式に国防動員法草案を全人代常務委員会

の審議⒂にかけるべく提出された。

　2009年 4 月の第11期全人代常務委員会第 8回

会議において草案に対する第 1 回審議が行われ

た。審議終了後の 4月24日に、草案と草案説明

⑾　中国は武力による侵略を阻止するが主体的に戦争を起こさないという方針や国連憲章の武力の不行使という規

定にも合致するよう、戦争という刺激的な言葉を避け国防という用語を使ったという指摘もある。（谭正义「从

国防动员的概念演变看国防动员立法的理念」『西安政治学院学报』23卷 2 期，2010. 4 , p.79.）
⑿　「25载“动员”一度搁浅 国防动员法首进立法程序」　南方网 2009. 4 .14
　〈http://law.southcn.com/lfdt/content/2009-04/14/content_5063345.htm〉

⒀　国家国防動員委員会は、全国の国防動員業務についての調整機構。中国共産党中央委員会、国務院及び中央軍

事委員会の指導下にある。主要な任務は国防動員業務の企画、国防動員における経済と軍事、軍隊と政府、人

力と物資の関係を調整すること等である。同委員会の主任は国務院総理が兼任する。各軍区や省（自治区、直

轄市）から県級までの各人民政府には中央に対応する国防動員委員会が設けられ、当該地域の動員業務に責任

を負っている。（「国家国防动员委员会」『中国战争动员百科全书』军事科学出版社，2003, p.258.を参照した。）

⒁　「九届全国人大常委会立法规划」〈http://www.e-cpcs.org/newsinfo.asp?Newsid=9232〉
⒂　立法法の第27条によれば、全人代常務委員会の審議による法律案は、原則、 3 回の審議を経て表決に付さなけ

ればならない。第 1 回審議は、全体会議において提案者の説明を聴取し、グループ別会議で初歩的な審議を行

う。第 2 回審議は、全体会議において、法律委員会による草案の修正状況や主要な問題に関する報告を聴取

し、グループ別会議でさらなる審議を行う。第 3 回審議は、全体会議において、法律委員会の草案に関する審

議結果の報告を聴取し、グループ別会議で法律草案の修正稿に対して審議を行う。常務委員会が法律案を審議

するときには、必要に応じて、グループ合同会議または全体会議を開き、法律草案の主要な問題について討論

を行うことができる。
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が全人代のサイトに掲載され、2009年 5 月31日

まで一般公衆からの意見募集が行われた⒃。第

2回審議は、12月の第11期全人代常務委員会第

12回会議において行われた。全人代法律委員

会、全人代常務委員会法制作業委員会は常務委

員会の審議で提出された意見に基づき、 7つの

軍区と関係する省、自治区、直轄市で調査を実

施し、草案を修正した。2010年 2 月に第11期全

人代常務委員会第13回会議で第 3 回審議を行

い、 2月26日に採択された。

2 　国防動員法制定の背景

　国防動員法の制定は国防関連法の整備の流れ

に位置づけられるとしても、その立法化の必要

性については、どのように説明されているのだ

ろうか。

　国務委員で中央軍事委員会委員でもある梁光

烈国防部長は、国防法の審議のための草案説明

の中で、国防動員法制定の背景として次の 3つ

の要因を挙げている⒄。①国防動員法の制定は

国防動員立法の空白を埋め、中国の特色ある社

会主義法律体系を完全なものとし、国防動員業

務に法的な根拠を与えるものである。②現在の

世界は、平和と発展が時代のテーマではある

が、局地的な衝突と問題がいつも起こってお

り、安全に対する従来型の脅威と非従来型の脅

威⒅が存在する。国家の安全は多くの課題に直

面しており、憂国の情と国防意識を強化しなけ

ればならない。国防動員法の制定は、平時の動

員準備と戦時の動員実施に法的な根拠を与え、

平時から戦時に転換する能力を高めるものであ

る。③社会主義市場経済と社会事業の急速な発

展により、国防動員業務の置かれた社会環境に

本質的な変化が起こった。過去においては、行

政的手法により国防動員を実施していたが、新

しい状況ではこれを適用するのは困難で、法律

を制定し、経済社会発展の変化に適応した国防

動員業務体制を築き、政府、公民及び組織の国

防動員活動における責任、義務と権利を規範化

する必要がある。

　また、国防動員法が採択された直後に行われ

た報道発表⒆において、国防動員については、

国防法等の関連法令が制定されているのに、な

ぜ国防動員に特化した固有の法律を制定する必

要があったのかという質問に対し、全人代常務

委員会法制作業委員会国家法室副主任の孫鎮平

が、国防法は動員について原則的規定を定め、

その後国防動員についての規定を含む法令が制

定されたが、国防動員に関する規定は分散して

おり、体系的な国防動員法を制定する必要があ

ったとし、具体的に、次の 3点の理由を挙げて

いる。①国防動員制度の構築を強化することは

世界各国が普通に行っていることであり、中国

にも中国の国情にあった、社会主義法律体系に

位置付けられる国防動員法の制定が必要であ

る。②中国の国防の状況は安定しているが、従

来型の脅威と非従来型の脅威は依然として存在

しており、それに備える必要がある。③国防動

⒃　この間、全人代のサイトである中国人大ネットには51人から417件の意見が寄せられた。ちなみに2010年 9 月

30日現在改正作業中の刑法第 8 次改正草案には1,221人から7,848件、国民の関心が高い社会保険法草案には

9,924人から68,208件の意見が寄せられている。この数字から判断する限りでは、動員法についての国民の関心

は低かったといえよう。数字は以下のサイトによる。「已结束征求意见的法律草案」中国人大网

　〈http://www.npc.gov.cn/npc/fl cazqyj/node_8195.htm〉

⒄　「三大原因“催生”国防动员法」2009. 4 .21. 中国人大网

　〈http://www.npc.gov.cn/huiyi/cwh/1108/2009-04/21/content_1498796.htm〉

⒅　従来型の脅威は外国からの侵略を、非従来型の脅威とは、テロ、自然災害、国内暴動等をいう。

⒆　「全国人大常委会办公厅 2 月26日新闻发布会」　中国人大网

　〈http://www.npc.gov.cn/npc/zhibo/zzzb9/node_5847.htm〉
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員の構築と経済社会建設との調和のとれた発

展、また突発性事件（後述）の応急システムと

連携し、平時、緊急時、戦時のそれぞれの段階

に応じた国防動員の役割を果たす必要がある。

　こうした発言の背景には、国防は国民の義務

であるとはいえ、経済発展に伴い国民の価値観

も意識も多様化し、その義務を課することがそ

れほど容易ではないという事情があると考えら

れる。若者の兵役忌避の傾向や兵役制度の矛盾

等については、すでに1998年の兵役法改正の

背景として指摘されているが⒇、豊かになった

中国社会では、「兵役に服するというのは時代

遅れとなり、国や公共の利益よりも個人の利益

を重視する感覚が強まった」21、「多くの若者は

軍事教練に嫌気がさしている」22という状況と

なり、国防動員を実施するために、それを強く

義務付ける法律を制定することが必要になった

ということではないかと思われる。

　また、中国は、周知のように地震や洪水等自

然災害の多発国で、大きな被害がもたらされる

ことも多い。その他、チベット自治区や新疆ウ

イグル自治区での独立運動や過激な集団抗議行

動など社会の安全に係る問題も少なからず発生

している。中国では、突然発生し、社会に危害

をもたらす可能性があり、緊急措置をとる必要

のあるこれらの 4 つの領域の事件（自然災害、

事故災難、公共衛生事件及び社会の安全に係る

事件）を突発性事件と総称して、その防止や被

害軽減を図るための危機管理対策を強化してお

り23、事件発生時の対応体制や措置についての

応急システムが形成されている。上述の発言に

は、突発性事件への対応として、国防動員体制

との連携をとるという意図が示されている。

「戦争勃発の可能性が低下して、それだけに動

員の口実を戦争に求めることも困難になってい

る。代わりに国内で発生する「突発性事件」や

自然災害のほうがより説得力を持ちつつある。

そして治安維持、災害対策が主張されるように

なるのも当然である。そうすると、今後形成が

進められる国防動員体制が、国防と言いながら

も戦争よりも危機管理体制がその中心的な内容

にならざるをえない」24との指摘のとおり、自

然災害など国内の現実の危機への対応という役

割も国防動員法制定の重要な要素と考えられ

る。

3 　審議の経過と論点

　「一般に中国の立法過程は情報の公開度が低

く、詳細はいつも明らかにされない」25と言わ

れており、国防動員法の審議の経過についても

全貌が明らかにされているわけではない。しか

し、審議における委員の発言のダイジェスト

が、全人代のサイトである中国人大ネットの

「国防動員法立法専題26」というページに掲載

されており、審議の論点の一端をうかがうこと

ができる。次に、主要な論点について、草案の

概要とそれに対しどのような発言があったかを

まとめてみる。

⒇　間山　前掲注⑼, p.47.
21　弓野正宏「第14章　中国の後備戦力の将来像」茅原郁生編著『中国の軍事力―2020年の将来予測』蒼蒼社，

2008, pp.645-646.
22　同上　p.667.
23　2007年 8 月30日に「突発性事件対応法」を公布、同年11月 1 日から施行し、事件の防止、発生した場合の措置

等について定めている。また、中央政府及び各地方政府レベルでの、各種突発性事件に備えた応急準備計画等

を制定している。

24　弓野　前掲注21, p.669.
25　鈴木賢訳者代表『中国物権法―条文と解説』成文堂，2007, p. 2 .
26　「国防动员法立法专题」中国人大网　〈http://www.npc.gov.cn/huiyi/lfzt/gfdyf/node_9935.htm〉
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⑴　第 1回審議

　2009年 4 月20日、第11回全人代常務委員会第

8回会議において、梁光烈国防部長が国務院と

中央軍事委員会の委託を受けて、国防動員法制

定の必要性、草案起草の経過を紹介し、動員の

指導体制等草案の主要な点について説明を行

い27、翌 4 月21日のグループ別会議で、草案の

第 1回審議が行われた。

ⅰ　総則について

⒜　草案

　国防動員法制定の目的、適用範囲、動員発令

の原則、平時と戦時との結合、軍需と民需との

結合28の方針等を規定している。

⒝　発言

　①国防動員の意味について一般の国民がすべ

て理解しているわけではないので、その定義を

明確にすべきである。②立法の根拠法が記述さ

れていない。国防法で定めた動員制度を貫徹す

るための法律であるから、憲法及び国防法を根

拠法としていることを加えるべきである。③同

法の調整範囲を明確にすべきである。国防動員

の準備、実施及び関連する活動に適用する（草

案第 2条）とされているが、準備に属するのは

どのようなことか、動員発動初期に属すること

は何か等明確にすべきである。④突発性事件対

応法29等の関係についても記述すべきである。

⑤軍民結合については、民間の資本を軍事プロ

ジェクトにどのように投入するかが重要であ

り、具体的に規定すべきである。

ⅱ　国防動員委員会の職務等について

⒜　草案

　国家国防動員委員会は国務院及び中央軍事委

員会の指導のもとに、全国の国防動員業務を組

織化し、指導し及び調整し、軍区と県級以上の

地方人民政府の国防動員委員会は当該地区の国

防動員業務を組織化し、指導し及び調整する。

国防動員委員会の事務機関が国防動員委員会の

日常業務を担当し、関連する国防動員の職務を

履行する。国が国防動員を決定した後は、国務

院、中央軍事委員会から授権された機関が国防

動員の実施を組織し、指揮する責任を負う。ま

た県級以上の人民政府の関係部門は各自の職務

の範囲で国防動員を実施する。

⒝　発言

　①国防動員委員会はすでに存在する機構であ

るが、その設置について規定した法律はない。

国防動員委員会の職務を記述する前に、「国及

び県級以上の地方人民政府が国防動員委員会を

設置する」ことを明記すべきである。②国防動

員委員会は調整機関にすぎないので、国防動員

を組織し指揮するためには、同委員会に授権す

る必要があり、これを明記すべきである。草案

の「国務院、中央軍事委員会から授権された機

関」が何なのかを明記すべきである。③地方人

民政府と国防動員委員会の権限が重複してお

り、各自の権限と相互の関係を明確にすべきで

ある。

ⅲ　人口流動化の中での予備役要員の管理につ

いて

⒜　草案

　県級以上の地方人民政府兵役機関がその行政

区域の予備役要員の確保業務を行う。予備役要

員は常住戸籍所在地を 1 か月以上離れるとき

は、予備役登録30を行った兵役機関に報告しな

27　「中国军事立法的重要篇章」2009. 4 .21. 中国人大网

　〈http://www.npc.gov.cn/huiyi/cwh/1108/2009-04/21/content_1498998.htm〉

28　「平時と戦時との結合、軍需と民需との結合」とは、平時には不必要な軍需の生産力を民需生産に振り向け、

戦時には民需の生産力を軍需品の生産に振り向ける、軍需分野と民需分野間の技術移転等の有機的な関係をい

う。（「军民结合、平战结合」『中国战争动员百科全书』军事科学出版社，2003, pp.26-27.を参照した。）

29　前掲注23
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ければならない。動員実施の決定後には、予備

役要員は常住戸籍所在地の県級人民政府の兵役

機関の許可がなければ、戸籍所在地を離れるこ

とはできない。

⒝　発言

　①常住戸籍所在地は法律用語として根拠があ

るか。戸籍所在地または経常居住地ではない

か。②予備役要員が常住戸籍所在地を 1か月以

上離れるときには、兵役機関に報告しなければ

ならないという規定は実施が困難であろう。農

村から都市への人口流動が 1 億人以上と言わ

れ、その大部分が青壮年であり、かなりの部分

が予備役要員となっている。これらの農民労働

者が戸籍地を離れるときに関係機関に報告する

という意識と習慣を持たせるのは難しい。

ⅳ　国防勤務について

⒜　草案

　国防勤務とは、軍隊の作戦の支援、戦争災害

の予防及び救助、社会秩序維持への協力をい

い、満18歳から満60歳までの男性と満18歳から

満55歳までの女性は国防勤務の義務がある。公

民の国防勤務期間中は、所属する組織や企業等

が給料や手当等を支給し、所属する組織等がな

い者には、県級人民政府が支給する。

⒝　発言

　①国防勤務を義務付けられる男女に年齢の差

があるが、分ける必要はない。②所属機関が国

防勤務者の給与等を負担することについて、特

に企業の負担が大きく、政府の財政で賄うべき

である。

ⅴ　民生用資源の徴用及び補償について

⒜　草案

　国防動員の実施が決定された後に、備蓄物資

が動員の需要を満たすことができなくなったと

きには、県級以上の人民政府は、民生用資源を

徴用31することができる。使用が終わったとき

には、返却するが、滅失や経済的損害があった

場合には、補償する。

⒝　発言

　①徴用の手順や補償をどの程度まで行うのか

等詳細を決める必要がある。②憲法及び物権法

は、「国は、必要に応じて民生用資源を徴用又

は収用32することができる」と定めており、国

防動員法もそれらに合わせて、徴用だけでなく

収用についても言及すべきである。

⑵　第 2回審議

　2009年12月22日から23日の第11回全人代常務

委員会第12回会議において、第 2 回の草案審議

が行われた。審議の経過は次のとおりであっ

た。

　12月22日午前、全人代法律委員会副主任か

ら、草案の修正状況に関する報告33が行われ

た。報告によれば、 5月の会議以降、同委員会

は関係機関等からの意見聴取等を行い、また常

務委員会委員やその他の部門からの指摘を受

30　予備役登録とは、予備役要員に対して実施する専門の登録。予備役将校および予備役士兵（下士官および兵）

として服務する者は、本人の居住地あるいは勤務地（将校のみ）に復帰後30日以内に管轄県、自治県、市、市

管轄区の兵役機関に出頭し予備登録を行うことになっている。（上田篤盛「予備役登録」茅原　前掲注⑴,　
p.421.）

31　徴用（原語では征用）とは、戦争、自然災害等の緊急時に、国が公民や法人の財産を強制的に使用することを

いう。収用（原語では征收）は所有権が移転するが、徴用は使用権の移転であり、緊急事態が収束した後は、

徴用した財産は所有者に返却しなければならない。（中国社会科学院法学研究所法律辞典编委会编『法律辞典（简

明本）』法律出版社，2003, pp.846-847.による。）

32　同上

33　「全国人民代表大会法律委员会关于《中华人民共和国国防动员法（草案）》修改情况的汇报」张汝涛主编『中华

人民共和国国防动员法释义』中国法制出版社, 2010, pp.285-288.
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け、草案に対し次のようないくつかの修正を行

った。①国防動員の構築の目標を明確にすべき

という指摘を受け、「国は国防動員の構築を強

化し、国防動員体系を完全なものにする」とい

う規定を追加した。②国防法の規定に基づき、

全国の国防動員業務は国務院及び中央軍事委員

会が共同で指導することを明確にすべきである

という意見を検討し、修正を行った。③緊急時

においては、国務院と中央軍事委員会は、全人

代常務委員会の決定前に国防動員措置をとるこ

とができるという規定について、国防動員の措

置、特にいくつかの措置は公民及び組織の権利

の制限に関わるので、慎重に採用すべきである

という意見があった。これについては、「この

法律が規定する国防動員措置」という部分を、

「この法律が規定する必要な国防動員措置」と

修正した。④「国が国防動員を決定した後は、

国務院、中央軍事委員会から授権された機関が

国防動員の実施を組織し、指揮する責任を負

う」という規定については、その体制が複雑で

あるため、規定を定めなくても良いのではない

かという意見が出され、当該規定を削除した。

⑤国防動員体制のシステムと突発性事件への対

応体制のシステムとの関係を明確にすべきとい

う意見があり「国防動員実施準備計画の策定

は、指揮、［動員した］力の使用、情報及び保

障34等の方面で突発性事件応急処置準備計画と

連携させる」という規定を追加した。⑥国防動

員計画等について、実施状況の検査をすべきと

いう意見について、「国は国防動員計画と国防

動員実施準備計画の実施状況に対する評価検査

制度を設ける」という規定を追加した。⑦予備

役要員の確保制度と原則を明らかにすべきであ

るという意見に関しては、「国は予備役要員の

確保制度を実施する」という項や予備役の原則

についての項を追加した。⑧戦時の救助業務の

ため、医療衛生救護体系について規定すべきと

いう意見を検討し、条項を追加した。

　12月23日のグループ別会議では、①突発性事

件、自然災害と大規模な集団抗議行動への緊急

対応と関連させて 1つの体系に統一すべきであ

る。②国防動員委員会の位置づけと任務を明確

にすべきである。③予備役要員の管理につい

て、流入人口を受け入れている地域の政府によ

り管理を行うのが適当である。④予備役要員へ

の訓練を明記すべきである等の意見があった。

⑶　第 3回審議

　2010年 2 月24日、第11期全人代常務委員会第

13回会議において第 3回審議が行われた。先ず

第 3 回の審議に提出された修正案について法律

委員会が説明を行った35。その説明によれば、

修正の主な内容は次のとおりであった。①国防

動員の体系は、国防安全の必要、経済社会の発

展との調和や突発性事件の応急システムとの連

携を明確にすべきという意見を受け入れ、総則

で「国は、国防動員の構築を強化し、国防安全

の必要に適応し、経済社会の発展と調和し及び

突発性事件の応急システムと連携した国防動員

体系を築き整備し、国防動員能力を増強する」

とした。②国家国防動員委員会の職務に関し

て、同委員会が決定した事項は国務院と中央軍

事委員会が分担して実施することを明記した。

③国防生産品のイノベーションを促すために、

研究機関による重要な国防生産品の研究開発に

ついても、優遇措置が与えられるように修正し

た。④予備役要員の確保や訓練を保障すること

を明記した。⑤軍需品の生産を行う組織が複数

の地域や業種にわたる場合は国務院の関係主管

部門が調整を行うことを明記した。⑥軍隊作戦

34　注37を参照。

35　「全国人民代表大会法律委员会关于《中华人民共和国国防动员法（草案）》审议结果的报告」前掲注33，

pp.289-292.
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の支援及び保障業務に従事する公民の生活保障

に責任を負う機関について修正を行った。

さらに軽微な修正がなされた後、国防動員法は

2月26日に採択された。

Ⅱ　国防動員法の概要

1　国防法の動員に関する規定

　すでに述べたように、国防法は国防動員に関

する原則的な規定を定めているため、参考とし

て国防法の関連する条項を次に挙げておく。

　第10条　全国人民代表大会は、憲法の規定に

より、戦争と平和の問題を決定し、かつ、

憲法で定める国防分野のその他の職権を行

使する。

　全国人民代表大会常務委員会は、憲法の

規定により、戦争状態の宣言を決定し、全

国総動員又は部分動員を決定し、かつ、憲

法で定める国防分野のその他の職権を行使

する。

　第11条　中華人民共和国主席は、全国人民代

表大会の決定及び全国人民代表大会常務委

員会の決定に基づき、戦争状態を宣言し、

動員令を公布し、かつ、憲法で定める国防

分野のその他の職権を行使する。

第 8章　国防動員及び戦争状態

　第44条　中華人民共和国の主権、統一、領土

の完全性及び安全が脅威を受けた場合に

は、国は、憲法及び法律の規定により、全

国総動員又は部分動員を行う。

　第45条　国は、平時においては動員準備を

し、人民武装動員、国民経済動員、人民防

空及び国防交通等の分野の動員準備を国家

全体発展長期計画及び具体計画に組み入

れ、動員体制を完全なものとし、動員潜在

力を増強させて、動員能力を高める。

　第46条　国は、戦略物資備蓄制度を確立す

る。戦略物資の備蓄は、適度の規模で、安

全に保存し、調達使用が便利で、定期的に

交換し、戦時の需要を保障しなければなら

ない。

　第47条　国務院及び中央軍事委員会は、動員

準備及び動員実施業務を共同して指導す

る。

　すべての国家機関、武装力、各政党、各

社会団体、各企業・事業体及び公民は、平

時において、法律の規定により動員準備業

務を完遂しなければならない。国が動員令

を公布した後は、所定の動員任務を完遂し

なければならない。

　第48条　国は動員の必要に応じ、法により、

組織及び個人の設備施設、交通手段その他

物資を収用し及び徴用することができる。

　県級以上の人民政府は、収用及び徴用に

より生じた被収用者及び被徴用者の直接的

経済損失に対して、国の関連規定に照らし

て相当の補償を与える。

　第49条　国は、憲法の規定により戦争状態を

宣言し、各種の措置をとり、人力、物資及

び財力を集中させて、公民全体が祖国を防

衛し、侵略に抵抗するよう指導する。

　そのほか、兵役法、人民防空法、予備役将校

法、国防交通条例等の法令にも国防動員に関連

する規定がある。

2 　国防動員法の構成と概要

　国防動員法は全14章72か条から成る。その構

成は次のとおりである。

第 1 章　総則

第 2 章　組織指導機構及びその職権

第 3 章　国防動員計画、実施準備計画及び潜在

力統計調査

第 4 章　国防と密接に関係する建設プロジェク

ト及び重要な生産品

第 5 章　予備役要員の確保及び召集
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第 6 章　戦略物資の備蓄及び調達使用

第 7章　軍需品の科学技術研究、生産及び維持

補修保障

第 8章　戦争災害の予防及び救助

第 9章　国防勤務

第10章　民生用資源の徴用及び補償

第11章　宣伝教育

第12章　特別措置

第13章　法的責任

第14章　附則

　次に、国防動員法の内容について、前述の

2010年 2 月26日の報道発表（以下「報道発表」）

での説明や『中华人民共和国国防动员法释义』

（以下『釈義』）36等を参考に、主要な条項につ

いて簡単に紹介する。

・国防動員法制定の目的と適用

　国防動員法の制定の目的は、国防建設を強化

し、国防動員制度を完全なものとし、国防動員

業務の順調な進行を保障し、国家の主権、統

一、領土の完全性及び安全を守る（第 1条）こ

とにある。この法律は国防動員の準備、実施及

び関連する活動に適用する（第 2 条）。なお、

報道発表によれば、香港には国防動員法は適用

されない。

・突発性事件との関係

　国防動員法の審議の過程において、多くの委

員から自然災害などの突発性事件が起きたとき

には、国防動員法の適用が必要である旨の意見

が提出されていた。突発性事件の応急システム

と連携した国防動員体系を整備すること（第 3

条）、国防動員実施準備計画と突発性事件応急

処置準備計画は指揮、［動員された］力の使用、

情報及び保障37等の面で互いに連携しなければ

ならないこと（第16条）が規定された。

　これについて、報道発表では、国防動員の本

質は戦時の応戦にあるが、非従来型の脅威への

対応の必要から、国防動員の機能は実際の生活

の中では戦時の応戦から緊急時の対応へと広が

ってきたこと、中国では国防動員が震災、洪水

などの応急業務で大きな力を発揮してきたこ

と、戦時の応戦と緊急時の対応という機能を考

慮して、動員される人力、物資等の使用や動員

システムなどを統一して計画、準備することを

目標としたことを述べている。

・国防動員の組織指導体制

　第 2 章で、動員の決定から実施にいたるま

で、どの機関がどのような役割を果たすのかを

規定している。先ず、国家の主権、統一並びに

領土の完全性及び安全が脅かされたときには、

全国総動員または部分動員の決定を全人代常務

委員会が行い、国家主席が動員令を公布する

（第 8 条）とされているのは、憲法及び国防法

に規定されているとおりである。国務院及び中

央軍事委員会38の任務は、全国の国防動員業務

を指導し、その方針、政策及び法規を制定、全

人代常務委員会に対し動員の実施議案を提出

し、その決定に従い国防動員の実施を組織する

こと、また緊急時には、必要な国防動員の措置

をとり、同時に全人代常務委員会に報告する

（第 9 条）ことが規定されている。議論されて

きた国家国防動員委員会の職責については、国

務院と中央軍事委員会の指導下で全国の国防動

36　前掲注33
37　『釈義』によれば、保障とは、必要な物資や装備の生産、備蓄、供給等を行うことをいう。

38　中央軍事委員会は中国共産党の中央軍事委員会と国家機構の中の中央軍事委員会の 2 つが存在するが、「構成

メンバーと職責は同じであり、実態は一つの組織に二つの看板をかけた関係」（前掲注⑴, ｐ.294.）とされる。

報道発表では、動員法で規定する中央軍事委員会とはどちらの委員会か、党と動員法の関係は何かという質問

が出された。それに対しては、「動員法はわが国の国情に基づき制定された法律で、党の誠心誠意人民に奉仕す

るという趣旨と人民の意志を体現している。具体的な組織指導は国務院と中央軍事委員会が共同して国の国防

動員業務を指導する」と答え、明確な回答はされなかった。
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員業務の組織化、調整等に責任を負うこと、同

委員会が所定の権限及び手続により協議決定し

た事項は、国務院及び中央軍事委員会の関係部

門が、各自の職責の分担により準備し、実施す

ること、各地での国防動員業務については、軍

区国防動員委員会と県級以上の地方各級国防動

員委員会が、当該地区の国防動員業務に責任を

負う（第12条）とされた。

　また、報道発表では、第 9 条で国及び中央軍

事委員会が共同で国防動員業務を指導するとし

ていることについて、両者がどのように分担す

るかという質問がなされた。それについては、

「国防動員業務は軍隊の業務とは同一視できな

い、国防動員は政府が主導し、軍は共同で参与

するものであり、軍は要求を出し、国防動員委

員会が調整を行い、政府が執行するという体系

である」と説明された。

・経済建設と国防

　国務院の経済発展総合管理部門が、国務院の

その他の関係部門及び軍隊の関連部門と共同で

国防と密接に関係する建設プロジェクト及び重

要な生産品の目録を作成し（第22条）、目録に

入れられた項目の研究、開発及び製造に投資す

る企業等は、補助金その他の政策的優遇措置を

受ける（第24条）。報道発表では、その他の政

策的優遇措置とは、たとえば、減免税などが考

えられ、また、これらの生産活動に外資企業も

参加することができると説明された。

・予備役要員の確保と召集

　予備役要員の確保は、現役部隊への予備編

入39、予備役部隊への編入40、民兵組織への編

入またはその他の形式により行われる（第27

条）。予備役要員が予備役登録地を 1 か月以上

離れるときには、その予備役登録をした兵役機

関に報告しなければならない（第29条）。国が

国防動員の実施を決定した後には、県級人民政

府の兵役機関は、召集される予備役要員に召集

通知を伝達し、召集通知を受け取った予備役要

員は、指定された場所に出頭しなければならな

い（第30条）。また、国が国防動員の実施を決

定した後は、召集予定の予備役要員でその予備

役等登録地の県級人民政府の兵役機関の許可を

得ていない者は、予備役登録地を離れてはなら

ない。すでに予備役登録地を離れている者は、

兵役機関の通知を受け取った後、直ちに戻るか

または指定場所に出頭しなければならない（第

32条）。審議で問題となっていた戸籍所在地の

機関による管理は、予備役登録地での管理に変

更されている。

・公民及び組織の権利と義務

　公民及び組織は、平時には国防動員準備業務

を、国防動員の実施決定後には、所定の国防動

員任務を完遂しなければならない（第 5 条）。

国防勤務とは、軍隊の作戦の支援及び保障、戦

争災害の救助や社会秩序維持への協力等（第48

条）をいう。満18歳から満60歳までの男性公民

及び満18歳から満55歳までの女性公民は国防勤

務を担うが、社会福祉機関に勤務する公民、病

人、国連等政府間国際組織に勤務する公民等

は、国防勤務を免除する（第49条）。国防勤務

を行う公民の生活保障は、それぞれの業務によ

り、所属部隊、当該地域の人民政府、所属して

いる企業・組織等が提供する（第52条～第53

条）。

39　原語は「預編」。現役部隊への予備編入とは、予備役要員をその召集時に編入されることになる現役部隊に予

め編入しておき、戦争初期の動員を速やかに行うシステム。部隊番号、担当任務、出頭場所、任期が予め知ら

される。（『中国战争动员百科全书』军事科学出版社，2003,　pp.457-458.による）

40　予備役部隊とは、「少数の現役軍人を基幹、予備役将校および下士官・兵士を基礎として、平時から統一した

編成を有し現役部隊に準じて管理され、戦時には現役部隊に編成がえされる部隊。」（上田篤盛「予備役部隊」

茅原　前掲注⑴, p.421.）
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　軍隊の作戦の支援及び保障とは、具体的にど

のような内容なのかは明らかではないが、部隊

への食糧等の補給や民生用車両の徴用におい

て、公民が軍隊のために車両を運転するような

場合等が考えられる。後者は敵から戦闘員また

は敵対行動に参加する国民と見なされて攻撃の

標的となる可能性があることを指摘し、公民の

国防勤務と敵対行動との間に境界線を引き、公

民が直接的な敵対行動に加わる可能性を減らす

ことや国際法とも関連させて、国民の保護とい

う観点からの規定も考えるべきという指摘もあ

る。41

・民生用資源の徴用及び補償

　国が国防動員の実施を決定した後に、備蓄物

資が動員の需要を遅滞なく満たすことができな

いときには、県級以上の人民政府は、民生用資

源を徴用することができる。民生用資源とは、

組織及び個人が所有するまたは使用している社

会生産、サービス及び生活に用いる施設、設備

及び場所その他物資を指す（第54条）。いかな

る組織及び個人も、民生用資源の徴用を受け入

れる義務を有する（第55条）が、個人及び家庭

生活の必需品や住居、託児所、養老院等の社会

福祉機関が対象者に保障する生活必需品及び住

居等は徴用を免除される（第56条）。徴用され

た民生用資源の使用が完了したときには、遅滞

なく返却し、改造をした場合には、元来の使用

機能を回復した後に返却しなければならない。

修復できない場合、滅失した場合、又は、徴用

により直接的経済損失が生じた場合には、国の

関連規定に従い補償する（第58条）。『釈義』に

よれば、徴用の対象となる組織及び個人とは、

党政府機関、大衆団体、企業・事業体等中国国

内にあるすべての組織及び中国公民、中国の居

留権をもつ外国人も含むすべての個人をいう。

・特別措置

　第12章は特別措置について定めている。『釈

義』では、特別措置とは「国が国防動員の実施

を決定した後、必要に基づき、国防動員を実施

する区域内で、経済及び社会生活のある領域に

対し実施する特殊な管理制度で、強制的な措置

である」とし、特別措置の目的の 1 つとして、

利害関係の調整、社会秩序の安定を挙げ、例え

ば、物価のつりあげ、商品の買い占めや売り惜

しみ、金融投機等の行為は社会秩序を混乱させ

るため、強制的な管理措置をとるとしている。

また、こうした措置は国防動員という状況にお

いては、世界各国で行われているものであると

説明している。管制の対象として、金融42、交

通運輸、郵政、電信、報道出版、ラジオ・テレ

ビ・映画、情報ネットワーク、エネルギー及び

水資源の供給、医薬衛生、食品及び食糧の供

給、商業貿易等の業種（第63条）が挙げられて

いる。『釈義』では、国防動員実施決定後の主

要な措置としては、例えば、金融領域では、戦

時金融体制の構築、金本位制の停止、外国為替

の統制、金融投機の抑制、人民元、外国為替、

株式等の管理コントロールを実施、報道出版領

域では、報道の審査制度の実施、国の統一を破

壊する等の内容の図書、資料、音楽映像資料の

出版禁止、ネットワーク上で有害な情報を広め

ることを防止するために、必要な制御を行うこ

と、エネルギー領域では、国防企業の生産の優

先、重要なエネルギー源とその製品の輸出入の

コントロール等を挙げている。

おわりに

　以上、国防動員法の制定をめぐって、その制

定に至るまでの経緯や背景、その内容について

41　冷新宇「国防动员法制中的平民保护问题」『西安政治学院学报』22巻 6 期，2009.12, pp.78-80.
42　金融危機時に特別措置が発動されることを懸念する指摘もある。（田代秀敏「中国経済 金融も軍管理下に置け

る「国防動員法」の不気味」『エコノミスト』88巻39号，2010. 7 . 6 , p.36.）
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概観した。国防動員法は戦時の動員を本質とし

ながらも、自然災害や事故、事件等の突発性事

件への対応としての動員という側面も大きいこ

とは既に見たとおりである。また中国社会の変

化と国防義務との関係については、「市場経済

が高度に発展すればするほど、国家の国防要請

に対する個人の職業や財産の保護という二律背

反的な関係をいかに調整するかが課題」43とい

う指摘があるが、この二律背反的関係は法律の

制定によって終わるものではなく、これからど

のようにその調整をとって行くのかは難しいと

ころであろう。

　国防動員法の内容は、国防法の原則的な規定

やその他の法令の関連する規定に基づき、国防

動員に関して体系化と詳細化を行ったものでは

あるが、徴用の対象には中国国内の企業や居留

権をもつ外国人も含まれており、特別措置がと

られた場合には、国際的な影響が広がることも

考えられる。特に、経済的に中国との関係が深

まっているわが国としても、国防動員法の運用

の動向に注目する必要があろう。

 （みやお　えみ）

43　上田　前掲注⑴　p.336.
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第 1章　総則

第 1条　国防建設を強化し、国防動員制度を完

全なものとし、国防動員業務の順調な進行を

保障し、国家の主権、統一、領土の完全性及

び安全を守るため、憲法に基づき、この法律

を制定する。

第 2条　この法律は国防動員の準備、実施及び

関連する活動に適用する。

第 3条　国は、国防動員構築を強化し、国防安

全の必要に適応し、経済社会の発展と調和し

及び突発性事件の応急システムと連携した国

防動員体系を築き整備し、国防動員能力を増

強する。

第 4条　国防動員は、平時と戦時との結合、軍

需と民需との結合及び寓軍於民⑴という方針

を堅持し、統一的指導、全国民の参加、長期

的準備、重点的建設、全局を考慮した統一的

計画及び秩序があり効率が高いことという原

則に従う。

第 5条　公民及び組織は、平時には法により国

防動員準備業務を完遂しなければならない。

国が国防動員の実施を決定した後には、所定

の国防動員任務を完遂しなければならない。

第 6条　国は、国防動員に必要な経費を保障す

る。国防動員の経費は職権区分の原則に基づ

き、それぞれ中央及び地方の財政予算に計上

する。

第 7条　国は、国防動員業務において著しい貢

献をした公民及び組織を表彰し、及びこれに

褒賞を与える。

中華人民共和国国防動員法

海外立法情報調査室　　宮尾　恵美訳

中华人民共和国国防动员法

（中華人民共和国主席令第25号　2010年 2 月26日公布）

⑴　訳者注：「平時と戦時との結合、軍需と民需との結合」については、解説の注28を参照。「寓軍於民」とは「軍

工企業を国民経済に統合して競争原理のもとで民間の活力を導入することを目指す」ことである。（竹田純一「第

7章　中国の武器装備の開発と生産能力の将来像」茅原郁生編著『中国の軍事力―2020年の将来予測』蒼蒼社，

2008, p.318. による。軍需を民需に宿らせる、軍需が民需に宿るなどと訳される。
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第 2章　組織指導機構及びその職権

第 8条　国家の主権、統一、領土の完全性及び

安全が脅かされたときには、全国人民代表大

会常務委員会は、憲法及び関係する法律の規

定に基づき、全国総動員又は部分動員を決定

する。国家主席は、全国人民代表大会常務委

員会の決定に基づき、動員令を公布する。

第 9条　国務院及び中央軍事委員会は、共同で

全国の国防動員業務を指導し、国防動員業務

に関する方針、政策及び法規を制定し、全国

人民代表大会常務委員会に対し全国総動員又

は部分動員を実施する議案を提出し、全国人

民代表大会常務委員会の決定及び国家主席が

公布する動員令に基づき、国防動員の実施を

組織する。

　国家の主権、統一、領土の完全性及び安全

が直接的な脅威を受け、直ちに対応措置をと

らなければならないときには、国務院及び中

央軍事委員会は、応急処置の必要に基づき、

この法律が規定する必要な国防動員の措置を

とり、同時に全国人民代表大会常務委員会に

報告しなければならない。

第10条　地方人民政府は、国防動員業務の方

針、政策及び法令を徹底し執行しなければな

らない。国が国防動員の実施を決定した後

は、上級機関が下達する国防動員の任務に基

づき、当該行政区域の国防動員の実施を組織

しなければならない。

　県級以上の地方人民政府は、法律が規定す

る権限により、当該行政区域の国防動員業務

を管理する。

第11条　県級以上の人民政府の関係部門及び軍

隊の関係部門は、各職務の範囲内で、関連す

る国防動員業務について責任を負う。

第12条　国家国防動員委員会は、国務院及び中

央軍事委員会の指導の下で、全国の国防動員

業務を組織化し、指導し及び調整する責任を

負う。［国家国防動員委員会が］所定の権限

及び手続により協議して決定した事項は、国

務院及び中央軍事委員会の関係部門が、各自

の職責に応じて準備を行い実施する。軍区国

防動員委員会及び県級以上の地方各級国防動

員委員会は、当該区域の国防動員業務の組織

化、指導及び調整について責任を負う。

第13条　国防動員委員会の事務機構は、当該級

の国防動員委員会の日常業務を担当し、法に

従い関連する国防動員の職務を遂行する。

第14条　国家の主権、統一、領土の完全性及び

安全を脅かす脅威が取り除かれた後には、国

防動員の実施を決定した権限及び手続に基づ

いて、国防動員の実施措置を解除しなければ

ならない。

第 3章　国防動員計画、実施準備計画及び潜在

力統計調査

第15条　国は国防動員計画、国防動員実施準備

計画及び国防動員潜在力統計調査の制度を実

施する。

第16条　国防動員計画及び国防動員実施準備計

画は、国防動員の方針及び原則、国防動員の

潜在力の状況並びに軍事上の必要性に基づき

制定する。軍事上の必要性は、軍隊の関係す

る部門が所定の権限及び手続に基づき提示す

る。

　国防動員実施準備計画及び突発性事件応急

処置準備計画は、指揮、［動員された］力の

使用、情報及び保障等の面で互いに連携しな

ければならない。
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第17条　各級国防動員計画及び国防動員実施準

備計画の制定と審査許可は、国の関連規定に

より行う。

第18条　県級以上の人民政府は、国防動員の関

連する内容を「国民経済及び社会発展計画」

に組み入れなければならない。軍隊の関係部

門は、国防動員実施準備計画を軍備計画に組

み入れなければならない。

　県級以上の人民政府及びその関係部門並び

に軍隊の関係部門は、職務に基づき、国防動

員計画及び国防動員実施準備計画を実施しな

ければならない。

第19条　県級以上の人民政府の統計機構及び関

係部門は、国防動員の必要に基づき、当該各

級の国防動員委員会の事務機構に対し、関係

する正確な統計資料を遅滞なく提供しなけれ

ばならない。提供する統計資料が需要を満た

すことができないときには、国防動員委員会

事務機構は、「中華人民共和国統計法」及び

国家の関連規定に基づき、国防動員潜在力専

項統計調査を準備し実施することができる。

第20条　国は、国防動員計画及び国防動員実施

準備計画の実施状況に対する評価検査制度を

構築する。

第 4章　国防と密接に関係する建設プロジェク

ト及び重要な生産品

第21条　国防動員の必要に基づき、国防と密接

に関係する建設プロジェクト及び重要な生産

品は国防要求を満たし国防の機能を備えなけ

ればならない。

第22条　国防と密接に関係する建設プロジェク

ト及び重要な生産品の目録は、国務院の経済

発展総合管理部門が、国務院のその他の関係

部門及び軍隊の関連部門と共同で作成し、国

務院及び中央軍事委員会に報告し、その許可

を得なければならない。

　目録に記載された建設プロジェクト及び重

要な生産品について、その軍事上の必要性は

軍隊の関係部門が提示する。建設プロジェク

トを審査し、及び許可し、並びに重要な生産

品の設計図面を決定するときには、県級以上

の人民政府の関係主管部門は、規定に基づ

き、軍隊の関係部門の意見を求めなければな

らない。

第23条　目録に記載された建設プロジェクト及

び重要な生産品は、関連する法令及び国防の

要求を満たす技術規範及び規格に基づき、設

計、生産、施工、管理監督及び検収を行い、

建設プロジェクト及び重要な生産品の品質を

保証しなければならない。

第24条　企業・事業体が、目録に記載されてい

る建設プロジェクトの建設又は重要な生産品

の研究、開発及び製造に投資するとき又は投

資に参加するときは、関連する法律、行政法

規及び国家の関連規定に基づき、補助金又は

その他の政策的優遇措置を受ける。

第25条　県級以上の人民政府は、目録に記載さ

れている建設プロジェクト及び重要な生産品

の国防要求を満たす業務に対し、指導及び政

策の支援を行わなければならず、関係部門は

職務に従い、関係する管理業務を遂行しなけ

ればならない。

第 5章　予備役要員の確保及び召集

第26条　国は予備役要員の確保制度を実施す

る。
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　国は、国防動員の必要に基づき、規模が適

正であり、構成が科学的⑵であり及び配置が

合理的であるという原則に従い、必要な予備

役要員を確保する。

　国務院及び中央軍事委員会は、国防動員の

必要に基づき、予備役要員の確保の規模、種

類及び方式を決定する。

第27条　予備役要員は、専門性と兵種が合致

し、動員が容易であるという原則に従い、現

役部隊への予備編入⑶、予備役部隊への編

入⑷、民兵組織への編入又はその他の形式で

確保する。

　国は、国防動員の要求に基づき、予備役専

門技術兵員確保区⑸を構築する。

　国は、予備役要員の訓練及び確保のために

条件及び保障を提供する⑹。予備役要員は法

により、訓練に参加しなければならない。

第28条　県級以上の地方人民政府の兵役機関

は、当該行政区域の予備役要員を確保する業

務を準備し実施する。県級以上の地方人民政

府の関係部門、予備役要員の所在郷（鎮）人

民政府、街道事務所及び企業・事業体は、兵

役機関の予備役要員確保に関する業務の遂行

に協力しなければならない。

第29条　現役部隊に予備編入され、又は予備役

部隊に編入された予備役要員及び召集予定の

他の予備役要員は、予備役登録地を 1か月以

上離れるときには、その予備役登録をした兵

役機関に報告しなければならない。

第30条　国が国防動員の実施を決定した後に

は、県級人民政府の兵役機関は、上級機関の

命令に基づき、迅速に、召集される予備役要

員に召集通知を伝達しなければならない。

　召集通知を受けた予備役要員は、通知の要

求に従い、指定された場所に出頭しなければ

ならない。

第31条　召集された予備役要員が所属する組織

は、兵役機関の予備役要員の召集業務の遂行

に協力しなければならない。

　交通運輸に従事する組織及び個人は、召集

される予備役要員を優先的に輸送しなければ

ならない。

第32条　国が国防動員の実施を決定した後は、

召集予定の予備役要員でその予備役等登録地

の県級人民政府の兵役機関の許可を得ていな

いものは、予備役登録地を離れてはならな

い。すでに予備役登録地を離れている者は、

兵役機関からの通知を受けた後、直ちに戻

り、又は指定された場所に出頭しなければな

らない。

第 6章　戦略物資の備蓄及び調達使用

第33条　国は、国防動員の必要に応じた戦略物

資の備蓄及び調達利用制度を実施する。

　戦略物資の備蓄は国務院の関係主管部門が

⑵　訳者注：原文は「結构科学」。汝涛主编『国防动员释义』中国法制出版社，2010，p.100.によれば、軍事作戦

の必要に適合するように予備役要員の兵種や専門技術者を構成することである。

⑶　訳者注：現役部隊への予備編入については、解説の注39を参照。

⑷　訳者注：予備役部隊については、解説の注40を参照。

⑸　訳者注：予備役専門技術兵員確保区とは、専門技術兵の確保を目的とし、軍事の専門技術の種類ごとに画定さ

れた区域。毎年徴兵時に、各確保区で集めた新兵を専門技術部隊で現役に服させ、退役後には、元の地区で予

備役に服すという方法で確保する。（解説の注28, p.457.）
⑹　予備役要員の確保と訓練に必要な訓練場や装備、物資、経費等を保障することをいう。（前掲注⑵, pp.107-110.）
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準備し実施する。

第34条　戦略物資の備蓄任務を担当する組織

は、国の関連する規定及び基準に従い、備蓄

物資の保管及び保護を行い、定期的に入れ替

えの調整を行い、備蓄物資の使用上の機能と

安全を保証しなければならない。

　国は関係規定に従い、戦略物資の備蓄任務

を担当する組織に対し、補助金を支給する。

第35条　戦略物資は、国の関連する規定に従い

調達し使用する。国が国防動員の実施を決定

した後は、戦略物資の調達使用は、国務院及

び中央軍事委員会がこれを許可する。

第36条　国防動員が必要とするその他の物資の

備蓄及び調達使用は、関係する法令の規定に

基づき執行する。

第 7章　軍需品の科学技術研究、生産及び維持

補修保障

第37条　国は、軍需品の科学技術研究、生産及

び維持補修保障の動員体系を構築し、戦時に

おける軍隊の商品発注及び装備保障⑺の必要

に基づき、軍需品の科学技術研究、生産及び

維持補修保障の能力を蓄えなければならな

い。

　この法律で軍需品とは、軍事目的に用いる

装備、物資、専用の生産設備、機材等をい

う。

第38条　軍需品の科学技術研究、生産及び維持

補修保障の能力の備蓄の種類、配置及び規模

は、国務院の関係主管部門が軍隊の関係部門

と共同で計画を提出し、国務院及び中央軍事

委員会に報告し、許可を得た後に、準備し実

施する。

第39条　生産品目の変更⑻、軍需品の拡大生産

及び維持補修保障の任務を担当する組織は、

その担う国防動員の任務に基づき、必要な設

備、材料、附属部品及び技術を蓄え、必要と

される専門技術の部隊を築き、準備計画及び

措置を制定し、完全なものとしなければなら

ない。

第40条　各級人民政府は、生産品目の変更及び

軍需品の拡大生産の任務を担う組織が先進的

な軍民両用技術を開発し及び応用し、軍民に

通用する技術規格を普及させ、軍需品の変更

生産及び軍需品の拡大生産を行う総合保障能

力を向上させることを支持し援助しなければ

ならない。

　国務院の関係主管部門は、地区又は業種に

わたる生産品目の変更及び軍需品の拡大生産

の重大な任務の実施に対し、調整を行い、か

つ、支持を与えなければならない。

第41条　国が国防動員の実施を決定した後は、

生産品目の変更、軍需品の拡大生産の任務を

担当する組織は、国の軍需品発注契約並びに

生産品目の変更及び拡大生産の要求に応じ

て、軍需品の科学技術研究及び生産の準備を

行い、軍需品の品質を保証し、期日どおりに

発注品を引き渡し、軍隊に協力して維持補修

保障任務を完遂しなければならない。生産品

目の変更及び軍需品の拡大生産のためにエネ

⑺　訳者注：装備品を作戦部隊に対し調達・備蓄・補給すること。（上田篤盛「軍械（軍需）保障」解説の注⑴,  
pp.111～112.を参照した。）

⑻　訳者注：生産品目の変更とは、平時には民需用品の科学技術研究及び生産に従事する組織が、戦時に軍事上の

需要に基づき、生産品目を軍需品に変更して生産活動を行うことである。（张 前掲注⑵, p.137.を参照した。）
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ルギー、材料、設備及び附属部品を提供する

組織は、優先的に生産品目の変更及び軍需品

の拡大生産の必要を満たさなければならな

い。

　国は、生産品目の変更及び軍需品の拡大生

産の任務を担当したために直接的な経済損失

を生じた組織に対し、補償を与えなければな

らない。

第 8章　戦争災害の予防及び救助

第42条　国は、戦争災害を予防し及び救助する

制度を実施し、人民の生命及び財産の安全を

保護し、国防動員の潜在力及び動員を維持す

る能力を保障しなければならない。

第43条　国は、軍事目標、経済目標、社会目標

及び首脳機関のクラス別防護制度を構築す

る。クラス別防護の基準は国務院及び中央軍

事委員会が定める。

　軍事目標、経済目標、社会目標及び首脳機

関の防護業務は、県級以上の人民政府が、関

連する軍事機関と共同で準備し実施する。

第44条　軍事目標、経済目標、社会目標及び首

脳機関の防護任務を担当する組織は、防護計

画及び応急修理準備計画を制定し、防護訓練

を行い、防護措置を実施し、総合的な防護効

果を向上させなければならない。

第45条　国は、平時と戦時とを結合した医療衛

生救護体制を構築する。国が国防動員の実施

を決定した後は、医療衛生要員を動員し、薬

品、機材及び設備施設を調達使用し、戦時医

療救護及び衛生防疫を保障しなければならな

い。

第46条　国が国防動員の実施を決定した後は、

要員、物資の分散及び隠ぺいは、行政区域内

で実施するものについては、当該人民政府が

実施を決定し、かつ、準備を行い実施する。

2 以上の行政区域にわたって行うときには、

関係する行政区域の 1級上の人民政府が実施

を決定し、かつ、準備を行い実施する。

　要員、物資の分散及び隠ぺいの任務を担当

する組織は、関係する人民政府の決定に従

い、定められた時間内に分散及び隠ぺいの任

務を完遂しなければならない。

第47条　戦争災害が発生したときには、当該地

域の人民政府は応急救助のシステムを迅速に

発動し、［動員された］力を組織して負傷者

を救助し、被災民を避難させ、財産を保護

し、戦争災害の結果をできるだけ早く除去

し、正常な生産及び生活秩序を回復させなけ

ればならない。

　戦争災害を受けた人及び組織は、遅滞なく

自助互助の措置を採り、戦争災害がもたらす

損失を軽減しなければならない。

第 9章　国防勤務

第48条　国が国防動員の実施を決定した後に

は、県級以上の人民政府は、国防動員実施の

必要に基づき、この法律の規定する条件に適

合する公民及び組織を動員し、国防勤務を担

わせることができる。

　この法律で国防勤務とは、軍隊の作戦を支

援し及び保障し、戦争災害を予防し及び救助

し並びに社会秩序の維持に協力する任務をい

う。

第49条　満18歳から満60歳までの男性公民及び

満18歳から満55歳までの女性公民は、国防勤

務を担わなければならない。ただし、次のい

ずれかに該当するときには、国防勤務を免除
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する。

　⑴　託児所、幼稚園、孤児院、養老院、障害

者リハビリテーション機関、救助ステーシ

ョン等の社会福祉機関で管理及びサービス

業務に従事している公民

　⑵　義務教育段階の学校で教育、管理及びサ

ービス業務に従事している公民

　⑶　妊娠中又は授乳期間中の女性公民

　⑷　病気で国防勤務を担うことができない公

民

　⑸　労働能力を喪失している公民

　⑹　国連等政府間国際組織に勤務する公民

　⑺　その他県級以上の人民政府が国防勤務の

免除を決定した公民

　特殊な専門的技術を有する専門技術者が特

定の国防勤務を担うときには、前項で規定す

る年齢の制限を受けない。

第50条　国防勤務を担うことが確定した要員

は、指揮に従い、職務を履行し、規律を遵守

し、秘密を守らなければならない。国防勤務

を担う要員が所属する組織は、当該要員に支

持及び協力を与えなければならない。

第51条　交通運輸、郵政、電信、医薬衛生、食

品及び食糧の供給、プロジェクト建築、エネ

ルギー化学工業、大型水利施設、民生用原子

力施設、報道メディア、国防の科学研究・生

産及び市政施設の保障等の組織は、法により

国防勤務を担わなければならない。

　前項に規定する組織は、平時は、専門性の

要求に合致し、精鋭な要員を配置し及び緊急

時の即応能力を備えるという原則に応じて、

専門保障部隊を組織し、訓練及び教練を行

い、国防勤務を完遂する能力を向上させなけ

ればならない。

第52条　公民及び組織の国防勤務は、県級以上

の人民政府が責任を持って組織する。

　戦争災害の予防及び救助を担い、社会秩序

の維持業務に協力する公民及び専門保障部隊

は、当該地域の人民政府が指揮し、かつ、そ

の勤務及び生活の保障を行う。行政区域を越

えて勤務を行うときは、関係する行政区域の

県級以上の地方人民政府がそれらの保障を準

備し実施する。

　軍隊作戦の支援及び保障の業務を担う公民

及び専門保障部隊は、軍事機関が指揮し、部

隊に従い行動する者については、所属部隊が

その業務及び生活の保障を行う。その他は、

当該地域の人民政府が業務及び生活の保障を

行う。

第53条　国防業務を担う要員が業務を執行して

いる期間は、元の所属組織の賃金、手当及び

その他の福利待遇を引き続き享受する。所属

組織がない者には、当該地域の人民政府が、

民兵の軍備業務執行時の手当の基準を参考に

して手当を与える。国防業務の執行のために

死傷した者には、当該地域の県級人民政府が

「軍人補償優遇条例」等関係する規定に従い

補償及び優遇措置を与える。

第10章　民生用資源の徴用及び補償

第54条　国が国防動員の実施を決定した後に、

備蓄物資が動員の需要を遅滞なく満たすこと

ができなくなったときには、県級以上の人民

政府は、法により民生用資源を徴用すること

ができる。

　この法律で民生用資源とは、組織及び個人

が所有し又は使用している、社会生産、サー

ビス及び生活に用いる施設、設備及び場所そ

の他物資をいう。

第55条　いかなる組織及び個人も、法による民
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生用資源の徴用を受忍する義務を有する。

　民生用資源を使用する必要のある中国人民

解放軍の現役部隊及び予備役部隊、中国人民

武装警察部隊並びに民兵組織は、徴用の需要

を提示しなければならず、県級以上の地方人

民政府が統一的に徴用を行うものとする。県

級以上の地方人民政府は、徴用される民生用

資源の登録を行い、被徴用者に証書を発行し

なければならない。

第56条　次に掲げる民生用資源は、徴用を免除

する。

　⑴　個人及び家庭生活の必需品及び住居

　⑵　託児所、幼稚園、孤児院、養老院、障害

者リハビリテーション機構、救助ステーシ

ョン等の社会福祉機関が児童、老人、障害

者及び救助対象者に保障する生活必需品及

び住居

　⑶　法律及び行政法規が規定する、徴用を免

除するその他の民生用資源

第57条　徴用される民生用資源が、軍事的要求

に基づき改造されなければならない場合に

は、県級以上の地方人民政府は、軍事関係機

構と共同して準備を行い実施する。

　改造の任務を担当する組織は、使用組織が

提出する軍事要求及び改造計画に基づき改造

を行い、かつ、期日どおりに交付し、その用

に供することを保証しなければならない。改

造に必要な経費は、国が負担する。

第58条　徴用された民生用資源の使用が完了し

たときには、県級以上の地方人民政府は、遅

滞なく準備し返却しなければならない。改造

をした場合には、元来の使用機能を回復した

後に返却しなければならない。修復できない

場合若しくは滅失した場合、又は徴用により

直接的経済損失を生じた場合には、国の関連

規定に従い補償を与える。

第59条　中国人民解放軍の現役部隊及び予備役

部隊、中国人民武装警察部隊並びに民兵組織

が軍事演習及び訓練を行い、民生用資源を徴

用し又は臨時に管制措置をとる必要がある場

合には、国務院及び中央軍事委員会の関連規

定に従い執行する。

第11章　宣伝教育

第60条　各級人民政府は、国防動員の宣伝教育

の準備を行い実施し、公民の国防意識及び法

に従い国防義務を履行するという意識を強化

しなければならない。関連する軍事機関は、

国防動員の宣伝教育業務の遂行に協力しなけ

ればならない。

第61条　国家機関、社会団体、企業・事業体及

び末端の大衆自治組織は、構成員が、必要な

国防知識及び技能を学習し習熟できるように

しなければならない。

第62条　各級人民政府は、各種の宣伝媒体及び

宣伝手段を利用して、公民に対し愛国主義及

び革命英雄主義の宣伝教育を行い、公民の愛

国の熱意を呼び起こし、公民の積極的な参戦

及び前線支援を鼓舞し、多様な方法により軍

の支持、軍人の家族の優遇及び慰問活動を行

い、国の関連する規定に従い、軍人の補償優

遇業務を遂行しなければならない。

　報道出版、ラジオ・映画・テレビ及びネッ

トワークメディア等の組織は、国防動員の要

求に基づき、宣伝教育及び関連業務を遂行し

なければならない。

第12章　特別措置

第63条　国が国防動員の実施を決定した後に
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は、必要に基づき、法に従い、国防動員を実

施する区域内で次に掲げる特別措置を採るこ

とができる。

　⑴　金融、交通運輸、郵政、電信、報道・出

版、ラジオ・映画・テレビ、情報ネットワ

ーク、エネルギー及び水資源の供給、医薬

衛生、食品及び食糧の供給、商業貿易等の

業種に対し管制を敷くこと。

　⑵　人の活動する区域、時間及び方式並びに

物資及び運送手段の出入する区域につい

て、必要な制限を課すること。

　⑶　国家機関、社会団体及び企業・事業体に

おいて特殊な業務制度を行うこと。

　⑷　武装組織のために、優先的に各種の交通

を保障すること。

　⑸　その他必要な特別措置

第64条　全国又は一部の省、自治区若しくは直

轄市において特別措置を実施する場合には、

国務院及び中央軍事委員会が決定し、かつ、

準備を行い実施する。省、自治区及び直轄市

の範囲内の一部の地区で特別措置を実施する

場合には、国務院及び中央軍事委員会がこれ

を決定し、特別措置実施区域内の省、自治区

及び直轄市の人民政府及びこれと同級の軍事

機関が準備を行い実施する。

第65条　特別措置を準備し実施する機関は、所

定の権限、区域及び期限の範囲内で特別措置

を実施しなければならない。特別措置実施区

域内の公民及び組織は、特別措置を準備し実

施する機関の管理に従わなければならない。

第66条　特別措置の実施が必要でなくなったと

きには、遅滞なく中止しなければならない。

第67条　国が動員令を公布したために、訴訟、

行政不服審査及び仲裁活動が正常に行われな

い場合には、関連する時効の停止及び手続中

止の規定を適用する。ただし、法律に別段の

定めがある場合を除く。

第13章　法的責任

第68条　公民が次に掲げる行為のいずれかをし

た場合には、県級人民政府は、期限内に是正

を命ずる。期限を過ぎても是正されない場合

には、強制的に義務を履行させるものとす

る。

　⑴　現役部隊に予備編入され、又は予備役部

隊に編入された予備役要員及び召集予定の

その他の予備役要員が、予備役登録地を 1

か月以上離れ、予備役登録した兵役機関に

報告を行っていない場合

　⑵　国が国防動員の実施を決定した後に、召

集予定の予備役要員が予備役登録をした兵

役機関の許可を得ずに予備役登録地を離れ

た場合、兵役機関の要求に応じて遅滞なく

戻らなかった場合、又は指定地点に出頭し

なかった場合

　⑶　召集を拒絶し若しくは忌避し、又は国防

勤務を拒絶し若しくは忌避した場合

　⑷　民生用資源の徴用を拒絶し若しくは遅ら

せ、又は徴用される民生用資源の改造を妨

害した場合

　⑸　国防動員業務の秩序を妨害し、若しくは

破壊し、又は国防動員業務に従事する要員

が法に従い職務を履行するのを妨害した場

合

第69条　企業・事業体が次に掲げる行為のいず

れかをした場合には、関係する人民政府は、

期限を決めて是正を命ずる。期限を過ぎても

是正されない場合には、強制的に義務を履行

させ、かつ、過料に処するものとする。

　⑴　建設を請け負った国防要求を満たす建設



124 外国の立法 246（2010.12）

プロジェクトにおいて、国防要求、技術規

範及び標準に従った設計、施工及び生産を

行わなかった場合

　⑵　管理の瑕疵により戦略備蓄物資を紛失

し、若しくは損壊し、又は戦力物資の徴用

に従わない場合

　⑶　生産品目の変更、軍需品の拡大生産及び

維持補修保障任務の要求に反し、軍需品の

科学技術研究、生産及び維持補修保障の能

力の整備を行わなかった場合、又は規定に

反し専門の技術部隊を組織しなかった場合

　⑷　専門保障任務の執行を拒絶し、又は遅延

させた場合

　⑸　軍からの商品の発注を拒絶し、又は故意

に遅らせた場合

　⑹　民生用資源の徴用を拒絶し、若しくは遅

らせ、又は徴用された民生用資源の改造を

妨害した場合

　⑺　公民が召集に応じること及び国防勤務義

務を担うことを妨害した場合

第70条　次に掲げる行為のいずれかがあった場

合には、直接責任を負う主管者その他の直接

責任者を、法に従い処分する。

　⑴　上級機関から下された国防動員命令を執

行しようとしない場合

　⑵　職権濫用又は職務怠慢により国防動員業

務に重大な損失を与えた場合

　⑶　徴用される民生用資源に対し、登記及び

証書の発行を行わなかった場合、規定に反

する使用により重大な損壊を生じさせた場

合又は規定に従い返還若しくは補償を行わ

なかった場合

　⑷　国防動員に関する秘密を漏えいした場合

　⑸　国防動員の経費及び物資を横領し、又は

流用した場合

　⑹　職権を濫用し、公民又は組織の合法的な

権益を侵害し、損なった場合

第71条　この法律の規定に違反し、治安管理に

違反する行為を構成する場合には、法に従

い、治安管理処罰⑼を与える。犯罪を構成す

る場合には、法に従い刑事責任を追及する。

第14章　附則

第72条　この法律は2010年 7 月 1 日から施行す

る。

 （みやお　えみ）

⑼　訳者注：治安管理処罰とは、公安機関が「中華人民共和国治安管理処罰法」により、公共の秩序を乱し、安全

を妨害し、人身の権利を侵害する等社会に対し危害をもたらす行為を行った者に対し科する処罰。刑法の規定

によれば犯罪となるが、刑事処罰には至らない場合に科するとされる。（张 前掲注⑵, p.256.による）




